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1．はじめに
　里山林の保全や利用に対する関心が特に 1990年代以
降高まってきている。また、里山林の保全や利用に向け
た行政や市民ボランティアの取り組みも各地で行われる
ようになり、各取り組みの実態についての研究報告もい
くつか見られる状況となっている（上野，2003、矢島ら，
2004、井原ら，2004）。中でも、市民ボランティアに関
する研究は進んでいるが、一方で行政の行う里山林保全・
利用の取り組みについては比較的少ないと言える（佐藤，
2003）。そのような状況を踏まえて、本報告は各地で散見
される里山林保全管理・利用の実態を俯瞰的に捉えるこ
とを目的として行ったアンケート結果について報告する
ものである。本報告においては、地方自治体によって取
り組まれる事例に焦点を絞り、行政と里山林との関わり
およびそこにおける問題点を明らかにすることを目的と
している。
　本アンケートは、近畿地方 2府 5県（三重県・滋賀県・
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京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県）の全 392
市町村を対象として、「自治体における里山林保全の取り
組み状況に関する調査」を郵送アンケート形式で行った
（2002年 8月発送）。送付先は各市町村の「林務担当」宛
とした。本アンケートでは里山林を以下のように定義し
た。「古くから農業用や薪炭用、山菜取りなど人々の生活
に利用されてきた里近くに存する森林」で、雑木林など
の広葉樹二次林やアカマツ林・竹林などが含まれ、スギ・
ヒノキ人工林は除く（野田ら，2005）。

2．結果および考察
（1）有効回答自治体の地理的状況
　224自治体から回答（回収率 57％）があり、そのうち
有効回答数は 212であった。返送のあった自治体でも、「該
当する森林がない」といった回答のみの自治体は無効と
した。アンケートの項目に沿って少なくとも 1つの回答
があった自治体を有効回答としている有効回答率を府県
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別に見ると、三重県の 46％から、滋賀県の 66％まで、と
県によって多少の差が見られ、古くからの林業地を擁す
る紀伊半島の 3県（三重県・奈良県・和歌山県）におい
てやや回答率が低かった（Table 1、Fig. 1）。
　有効回答のあった自治体の占める位置について概観す
るために、森林面積と人口に関する諸指標を用いてアン
ケートを配布した全自治体との比較を行った。有効回答
のあった全自治体の平均値（林野率・人工林率・里山林
率）および中央値（総人口・人口密度・住民１人当たり
の林野面積・田畑から 400m以内の二次林面積・住民１
人当たりの里山林面積）を 100とし、里山林利用・保全
に関して独自の施策がある自治体と施策のない自治体の
それぞれの値をレーダーチャートで比較した（Fig. 2）。
　林野率、人工林率、総人口、人口密度、住民１人当た
りの林野面積は 2000年世界農林業センサスのデータを用
いた。また、里山林率は農地から 400メートル以内にあ

る二次林の総土地面積に占める割合のことである（細田、
2002）。
　Fig. 1の回答自治体の分布図からも分かるように、有
効回答自治体は地理的にも大きな偏りは認められなかっ
た。また、Fig. 2によれば、人口が 1.12倍でやや多い傾
向が見られたが、それ以外の指標に関しては、全自治体
と有効回答自治体との間で大きな差は見られなかった。

（2）里山林の利用と問題発生状況
　現時点で里山林が「日常的に利用されているところが
ある」と答えた自治体は約半数であった。その利用内容
では、「山菜採り」や「シイタケ栽培」などの旧来的な資
源利用が三重県・和歌山県の林業が活発な自治体で、「散
策場所として」といったレクリエーション利用が大阪府
など都市近郊の自治体で比較的多く挙げられるという特
徴が見られた。
　里山林が以前ほど利用されなくなったことから問題が
生じているかどうかについては、59％の自治体が「問題
がある」と回答していた（Table 2）。Table 2に見るように、
鳥獣害・廃棄物の不法投棄・管理担い手不足・境界管理
の困難さ・竹林の拡大といった点について 25～ 30％の
自治体が問題視している。それへの対処として、鳥獣害
に対しては「有害獣駆除を行っている」、廃棄物の不法投
棄に対しては「森林パトロールを行っている」と回答し

Fig. 1. アンケート回答自治体の分布
  Distribution map of municipalities regardless of whether 

questionnaire replies were returned or not

Table１. アンケートの回収状況 
 Result of collection of questionnaires

近畿地方全自治体の平均値および中央値を 100とした
Average and mean of indicators of all municipalities in Kinki district 
are converted into 100

Fig. 2. 有効回答自治体の諸指標
  Various indicators of municipalities which sent valid 

replies
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Table 2. 未利用里山林の問題点について
  Results of questionnaire on problems of unused satoyama 

forests



Reservation, management and use of satoyama forest in local governments (1)

Bulletin of FFPRI, Vol.4, No.4, 2005

293

環境教育向けの施設整備や里山林ボランティアの育成事
業などが挙げられていた。恒久的な条例で里山林の利用・
保全を図るというよりも、単年度あるいは複数年度のい
わば時限的な事業を行う事例が多い。
　里山林の利用保全に関して独自の施策がある自治体と
施策のない自治体にはどういった特徴の違いがあるかを
調べるために森林面積と人口に関する諸指標を用いて比
較した（Fig. 4）。まず、独自の施策がある自治体は無い
自治体に比べて人口が多く、人口密度が高くなっている
ことが分かる。逆に、1人当たりの林野面積は施策あり
の自治体において少なかった。

（4）里山林ボランティア活動と自治体
　里山林ボランティア活動と行政との関わりについて
Table 4にまとめた。全体では約 3分の 1の自治体が域内
でボランティア活動を確認している。それに対して支援
を行っている自治体は全体の約 2割であるが、ボランテ
ィア活動の「事例あり」と回答した自治体を母数とすると、

Fig. 3. 里山林における問題の発生状況と諸指標
 Various indicators of municipalities facing problems 

Fig. 4. 独自施策や条例の有無と諸指標
  Various indicators of municipalities with individual regulations 

for satoyama forests

有効回答全自治体の平均値と中央値を 100とした
Average and mean of indicators of all municipalities which sent 
valid replies are converted into 100

ている自治体がいくつか見られた。しかし、それ以外の
問題に関してはほとんど放置しているのが現状のようで
ある。府県別で見ると、人工林率が高く人手が入ってい
る森林の多い奈良県（人工林率 62％『2000年世界農林
業センサス』）や和歌山県（同 62％）では、こういった
問題点は比較的少ない。逆に人口が多く利用されていな
い里山林が人目につきやすい大阪府などでは、廃棄物の
不法投棄が大きな問題として挙げられている。
　ここで里山林が利用されないことから問題点が生じて
いる自治体（「不法投棄がある」、「鳥獣害が発生してい
る」と回答したグループ）と「問題ない」と回答した自
治体にはどういった特徴の違いがあるかを調べるために、
Fig. 2と同様に森林面積と人口に関する諸指標を用いて
比較した（Fig. 3）。問題が生じていないと回答した自治
体は、人口密度が高く、1人当たりの林野面積が少ない
ということが図から分かる。廃棄物の不法投棄が発生し
ていると回答した自治体も「問題ない」と回答した自治
体と同様に人口密度が高いということから、比較的都市
部にそういった問題が生じていることがうかがえる。一
方、鳥獣害に関しては、1人当たり林野面積や同里山林
面積が大きい自治体において問題が認識されていること
が分かる。

（3）里山林保全・利用に関する自治体の取り組み
　里山林の利用・保全に関する自治体独自の施策や条例
の有無について、「ある」と回答した自治体は 11％に過
ぎず、81％はそのような施策を持っていなかった（Table 
3）。しかも、アンケートに回答しなかった自治体の多く
が里山の利用・保全に関心がないと推測されることから、
里山林の利用・保全に関する独自の施策や条例を持つ自
治体はいまだもって少数と言えるだろう。中でも、大阪
府の自治体では 26％が「ある」、15％が「検討中」と回
答し、府県別に見ると傑出している。大阪府では、府が
出資した財団法人大阪みどりのトラスト協会が積極的に
身近な緑地の保全活動を行っていることも一つの要因と
して考えられるだろう。具体的には、里山林を利用した

Table 3. 里山林に関する独自の施策や条例
 Individual regulations on satoyama forests in municipalities

有効回答全自治体の平均値と中央値を 100とした
Average and mean of indicators of all municipalities which sent valid 
replies are converted into 100
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約 3分の 2が支援を行っていることになる。これは、自
治体主導で立ち上げられたボランティア団体も少なくな
いことも関係していると考えられる。
　府県別ではやはり大阪府の自治体が目立ち、59％がボ
ランティア活動を確認し、30％が支援を行っている。こ
れもやはり、少ない身近な緑に関心を寄せる都市住民が
大阪府内に多く存在することの表れであろう。逆に人工
林率が高く人口の少ない奈良県や和歌山県ではボランテ
ィア活動もいまださほど目立つ存在とはいえないようで
ある。
　里山林ボランティアと行政との間での協力の具体例と
しては行政による「補助金支給」や「事務局としての機
能発揮」などの回答があった。さらに、ボランティア団
体からは「活動場所の斡旋」や「道具提供」といった要
望が行政へ挙げられている。この協力関係については、
行政が事務局として機能している団体ほど両者の関係は
深く、そのようないわば行政主導のタイプにおいて具体
的な記述が多く見られた。
　里山林ボランティア団体の確認の有無に関して自治体
間の比較を行った（Fig. 5）。ここからは独自施策を持つ
自治体と同様に、里山林ボランティアを確認している自
治体は人口密度が高く一人当たりの林野面積が少ない地

域に多く存在すると見られる。つまり、里山林ボランテ
ィアの活動は都市的地域における「みどりの希少性」、「み
どりに対するニーズの高さ」が反映されたものと考えら
れる。ただし、林野率、人工林率といった値は里山林ボ
ランティア活動のある自治体と無い自治体との双方の間
に差は見られない。

（5）里山林の今後の利用
　里山林の今後の新たな利用について検討した、あるい
は検討中と回答した自治体は合わせて全体の 26％であ
る。府県別では兵庫県に多く、42％の自治体が検討した、
あるいは検討中と回答している（Table 5）。アンケート
で質問した今後の利用は、各自治体の視点による「今後
の新たな利用」であり、統一したものではない。また、（3）
の独自の取り組みと今後の利用とが直接的に結びついて
いるものでもない（野田ら，2005）。
　検討内容としては、地域住民による里山林整備の他、
里山林をバイオマス資源の供給地として整備しようとす
る、ペレット製造やバイオマス発電と回答した自治体が
あった。ただし、新たな利用について検討した自治体の
うち、それを実行したと回答したのは 1自治体のみであ
った。つまり、検討したが断念した自治体や、検討中の
段階に止まっている自治体のが方が多い、という様子が
ここからうかがえる。このように検討内容については、
検討したからといってそれが施策の導入へと即結びつく
という簡単なものではないようである。というのも、特
にバイオマス利用や森林公園整備などといった計画の具
体化には財政的負担が大きいため、小さな財政規模の自
治体にとって単独で整備するのは容易でないためである。
したがって、新たな利用事例が市町村レベルで多く立ち
現れて独自に実施されるということは、残念ながら現状
では考えにくい。
　里山林の今後の新たな利用に関して検討した、もしく
は検討中であるとした自治体と検討していない自治体に
はどういった特徴の違いがあるかを調べるために比較し
た（Fig. 6）。ここでは先述の独自施策やボランティア活
動の確認の有無とは異なる傾向が現れている。すなわち、

Table 4. 「里山林ボランティア」と行政との関わり
  Relationship between municipalities and volunteer groups 

working in satoyama forests

Table 5. 里山林の新たな利用
 New ways of effectively using of satoyama forests

Fig. 5. ボランティア事例の有無と諸指標
  Various indicators of municipalities with volunteer groups 

working in satoyama forests in their respective areas

有効回答全自治体の平均値と中央値を 100とした
Average and mean of indicators of all municipalities which sent valid 
replies are converted into 100
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Fig. 7. 地域と里山林利用・保全内容との関係
 Relationship between area and measures on satoyama forests

Fig. 6. 里山林の今後の利用についての検討と諸指標
  Various indicators of municipalities reviewing new ways of 

using satoyama forests

有効回答全自治体の平均値と中央値を 100とした
Average and mean of indicators of all municipalities which sent valid 
replies are converted into 100

利用の検討をしている自治体はしていない自治体と比較
して人口密度が低い傾向にある。また、里山林面積の多
さから、人工林地帯とは異なり、二次林を多く抱えてい
る地域と考えられる。現時点では未利用となっている資
源に目を向け、それを再度有効利用することについて検
討し始めた段階にあるということができるだろう。

しているが、全体としてはその端緒についたばかりとい
うことができる。里山林保全・管理に関する独自の取り
組みを展開している自治体にあっても、その開始時期の
分かる取り組み 25事例のうち、平成 10年度（1998年度）
以降のものが 20事例ということから分かるように、ほと
んどが近年になって開始されたものである。
　その背景としては、里山林をめぐる問題について行政
がその存在を認識してからあまり時間が経過していない
ということが挙げられる。そのため、全て行政が対応し
なければならないものか、あるいは地域住民との連携を
強く求めていくものなのか、またその程度をどうするか、
などについての方針がいまだ明確になっていない自治体
が多い。現時点においては、里山林保全・管理の仕組み
の問題から考える段階にある。ただ、そこにおいて各自
治体が横並びになる必要はなく、地域性をまず第一に考
えて個性を打ち出すことが重要であることは勿論である。
　今後は独自施策を行っている自治体に対して直接の聴
き取り調査を実施してより細かな実態を明らかにするこ
と、またその事例の有効性および他地域への汎用性につ
いて検討することが必要と考える。

　本報告は第 114回日本林学会大会における口頭発表が
元になっている。
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3．まとめ
　結果をまとめると、以下のように示すことができる。
①里山林が利用されないことから生じる問題点は半数の
自治体において認識されている。ただし、地域によって
その内容はやや異なり、都市的地域では廃棄物の不法投
棄が、中山間地域では鳥獣害がそれぞれより問題視され
ている。
②里山林保全・利用に関する自治体独自の取り組みが行
われている例はいまだ多いとはいえないが、都市的地域
においては比較的関心が高い。
③里山林ボランティア活動は約 3割の自治体で確認され
ている。②と同様に都市的地域においてより積極的に取
り組まれる傾向がある。
④里山林の今後の利用について検討した自治体は里山林
面積が多く、現時点で未利用資源として抱えている地域
に多い。
　Fig. 7はこれらの点を模式的に表したものである。人
口密度（都市的指標）の軸と里山林面積／人（山間地域
的指標）の軸を設ければ、都市的地域・中間地域・山間
地域はおおよそ図中の場所に示される。そして、里山林
をめぐっては未利用から発生する問題点や保全のための
独自施策、新たな利用の検討などが報告されたが、前節
の分析、すなわち①～④からそれぞれについては図のよ
うに配置することができる。
　本アンケートからは、里山林をめぐって各地において
問題が広く存在して行政も認識していること、しかしそ
れへの対応策がいまだ十分とはいえないことが示された。
里山林保全・管理にすでに取り組んでいる自治体も存在
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